
養育家庭の新規開拓の取組 資料３－１ 

 
 
 

 現 在 の 取 組 

  

 【主に東京都（育成支援課）で実施】 
 

○ポスターの掲示 
 
○広報東京都への掲載 
 
○パンフレット･リーフレットの配布 
 
○フリーペーパーによる広報 
 
○パネル展示 
 
○その他各種イベントでの広報 

参加 
促進 

  
○養育家庭体験発表会の開催【各児相ごとに実施】 
 
（平成２６年度 ５１か所・５２区市町で実施） 
 
・養育家庭自らが委託児童の養育体験を発表 
 
・相談コーナーの設置 

参加促進 

 
 

○「もっと知りたい！養育家庭」の開催（２月） 

・制度説明（質疑応答） 

・養育家庭の体験発表、養育家庭との懇談・質疑 

・個別相談対応 
 

 
 ○区市町村との広報協力 
  ・区市町村の広報媒体等を活用した住民への周知活動 
  
 ○里親支援機関による制度周知 
  ・区民まつりや子育てイベント等、地域の催しに参加し、広報物を配布 
  ・大学の授業（ゼミ）において、学生を対象とした講義の実施 
  ・ボランティアセンターやファミリーサポート研修等での制度説明の実施 等 
 
 ○施設（里親支援専門相談員）による制度周知等 
  ・児童相談所と連携した啓発行事の実施 
  ・施設行事への参加 ・都事業への協力 等 
 
 ○児童相談所と里親会による広報活動 

都民一般向けの広報 

広
報
体
系
図
 

地域に根ざした広報 

＜体験発表会のこれまでの実施状況＞ 
 〇実施区市町村は、平成１８年度の３６区市町から平成２６年度の 
  ５２区市町まで、大幅に増加している。 
 ○毎年度２０００人以上の参加があり、参加人数は年々増加している。 
 ○その中でも、一般都民の参加者は大幅に増加しており、 
  参加者の約６割を占める。 
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参加者種別毎の参加者数の伸び 

 広く都民に向けた広報、地域に根ざした広報を展開し、養育家庭の開拓と制度への理解の促進を図る。 

関係機関との連携による広報 

参加 
促進 

  ○ 養育家庭体験発表会の実施方法 
    （例） 区市町村、里親支援機関や施設等との連携強化 
 
 ○ 各機関が連携した普及啓発活動の展開方法 
    （例） NPO団体や民間団体による広報活動の企画 
 

 
 ○ 社会的養護に理解のある層にターゲットを絞った普及啓発方法 
    （例） 元施設職員、保育士、民生・児童委員など児童福祉分野の関係者へのアプローチ 

検 討 事 項 

参加 
促進 

参加 
促進 

養育家庭制度の理解促進 

 

  
  
 ○ 児童相談所で実施している養育家庭体験発表会は、一定の効果を 
  あげているものの、実施に至るまでの事務量が多い。 
 
 ○ 様々な機関が普及啓発活動に取り組んでいるが、取組みの連携や 
  戦略的な手法が不足。  

現 状  ・ 課 題 

参加者数 1,985 2,205 2,301 2,054 2,106 2,146 2,137 2,610 2,665

養育家庭の登録数をさらに増やしていくための、より効果的な普及啓発活動 

検 討 テ ー マ 


